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まあやりたい| あまりやりたくない | やりたくない | わからない
41% 9% 6% 30% 




































































































平成 21年 7月下旬に実施し、 8月下旬を締め切りとして回収データを集計した。質問





毎週 1校 l年 3.5時間
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回答 153校中、授業を実施しているとの回答は 15校 (9.8%)で、あった。また、補習















平常授業の補充のため 3.1 2.8 
進学実績向上のため 3.6 3.4 
生徒保護者からの要望 2.5 2.8 
近隣進学校が実施していたから 1.8 2.0 
中学生(受験生)やその保護者へのアピール 2.5 2.1 






















平日に振り替え休日をとっている 31 (27.4%) 
ボランティア的な扱いである 6 ( 5.3%) 
手当てを支給している 71 (62.8%) 
その他 4 ( 3.5%) 
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LHR 一
ここで提示すべき疑問点は、なぜ土曜補習ではなく土曜授業に切り替えたのか、とい
うことである。埼玉県では、平成 17年度から土曜講習が認められ、先述のとおり春日
部高等学校においてもそれを実施してきた。しかし、土曜補習の欠点は、英数国 (3年
生は理社も)が中心となり、教員の負担に偏りが生じるということである。また、希望
者が参加するという形態で、約8割の生徒が講習に参加していたが、しかし部活動との
兼ね合いで、生徒の参加率、学習機会の公平性という点においても問題があった。また
両者に関連して、英数国の先生方は部活に取り組めないという問題もあった。
こうした問題を背景に、主として授業時間の確保のため、そして「全員で取り組もうJ
という方針の下、土曜補習ではなく、土曜授業を実行することとなったのである。
ではその土曜授業を実行するための根拠は何に求められているのか。埼玉県では、「公
開授業」としづ形態が土曜授業を実行可能とさせる抜け穴として活用されている。した
がって、このいわゆる土曜授業は、「公開授業j として正式に県に認められており、保
護者や地域住民を対象として、公開授業が隔週で公開されている。このいわゆる土曜授
業は、隔週が実施可能の限界ラインとなっており、この基準は、国の政策との妥協点の
現れであると推察される。
さらに重要な論点は、なぜこうした方針転換が現場で惹き起こされたかとしづ、潜在
的要因の発掘にある。インタビューから推察されるに、その潜在的要因として、私立と
の対立図式が考えられる。現実の状況として埼玉県においては、受験者の東京への流出
がある。春日部高等学校のような進学校は特に私立の中高一貫校との競合関係にあり、
実績づくりへの強迫観念が潜在的に共有されていたのである。
4. 2. 国立高等学校
国立高等学校は昭和 15年に、東京府立第 19中学校として創立し、春日部高等学校と
同様、文武両道を推進する学校である。「授業で勝負」をモットーに、質の高い授業を
展開している。ほぼ全員が部活動に加入しており、かっ複数の部を掛け持ちしている生
徒が多いので、加入率はのべ 120%にもなっている。
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まず東京との土曜活用に関する政策について言及する。東京都においては、東京都教
育委員会が、「長期休業等の弾力的運用試行校」を指定して土曜活用の取り組みを各校
に認可するとしづ政策がある。これはもともと、八王子東高等学校が、文部科学省との
やり取りの中で、埼玉県と同様、公開授業の形態をとって平成 15年度から土曜授業を
実施することを認めさせた経緯があり、それに反応して、他の学校が都教委に対して同
様の活動を行ないたいとの旨の申請を行なった結果、都教委が文部科学省とのやり取り
の中で、「長期休業等の弾力的運用j という、国のゆとり政策とは相反する政策を認め
させたという、政策的交渉の経緯の結果物である。
この政策の下では、認可校は、夏期休業等を短縮する代わりに土曜日に授業を行うこ
とができる。したがってこの授業は、単に土曜に追加的に授業を行なうものではなく、
夏期休業日の時間を配置換えする形での「いわゆる土曜授業Jである。
こうした土曜授業を実施することとなった潜在的要因について、インタビュー内容か
ら推察するに、東京都は埼玉県と同様、私立学校との激しい競合関係にあり、全県一区
で学校数が相対的に多く、塾等の教育産業の隆盛などから、必然的に進学校においては
学校におけるより手厚い受験指導が求められることとなる。つまり 外的要因としては
私学を含めた他の学校との競争的環境が挙げられる。また内的要因としては、春日部高
等学校と同様、国立高等学校は、部活加入率 120%と、部活動・行事に非常に力を入れ
ている学校であり、平日はそれらの活動のために時間を確保せねばならないとしづ現状
が現に存在しているためである。
具体的実施形態については、国立高等学校では、平成 16年度後期より土曜授業を始
めており、 4コマ隔週の実施で、年間 22回程度実施されている。この回数については、
都を通して文科省からの指導があったという。これは国の週 5日制の趣旨を守るためと
いう意図が表れている。
(栴村豪文)
5.おわりに
以上、①京都市の校長及び教員を対象として実施した自主的な教員研修について、そ
して②週五日制の破綻の潜在的要因についての調査結果の報告を記した。昨年度から教
育行財政制度の限界について調査研究を遂行してきた。冒頭に記した目的を果たすため、
引き続き論点を①②に絞り調査を進めていく必要があると考える。
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